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【公報種別】特許法第１７条の２の規定による補正の掲載
【部門区分】第７部門第１区分
【発行日】平成20年9月25日(2008.9.25)

【公開番号】特開2008-112700(P2008-112700A)
【公開日】平成20年5月15日(2008.5.15)
【年通号数】公開・登録公報2008-019
【出願番号】特願2006-296551(P2006-296551)
【国際特許分類】
   Ｈ０１Ｒ  13/639    (2006.01)
   Ｈ０１Ｒ  12/16     (2006.01)
   Ｈ０１Ｒ  13/648    (2006.01)
【ＦＩ】
   Ｈ０１Ｒ  13/639   　　　Ｚ
   Ｈ０１Ｒ  23/68    ３０３Ｇ
   Ｈ０１Ｒ  13/648   　　　　

【手続補正書】
【提出日】平成20年8月8日(2008.8.8)
【手続補正１】
【補正対象書類名】特許請求の範囲
【補正対象項目名】全文
【補正方法】変更
【補正の内容】
【特許請求の範囲】
【請求項１】
　互いに嵌合可能に構成された第１及び第２のコネクタを備えたものであって、それら第
１及び第２のコネクタのそれぞれが、絶縁ハウジングを金属製の導電性シェルで覆う構成
になされているとともに、前記両コネクタどうしの嵌合状態を保持又は解除するロック機
構、及び前記第１及び第２のコネクタどうしを分離させる抜去機構が設けられた電気コネ
クタ装置において、
　前記ロック機構は、前記第１及び第２のコネクタのいずれか一方側から他方側に掛けて
回動操作されるように構成された単体のロックレバーと、
　その単体のロックレバーを係合・離脱可能とするように前記第１及び第２のコネクタの
いずれか他方側に設けられたロック係止部と、
　を備え、
　前記ロック機構のロック係止部が、前記第１及び第２のコネクタのいずれか他方側の前
記導電性シェルに前記ロックレバーと係合・離脱可能に設けられているとともに、
　前記ロック機構のロックレバーは、嵌合状態にある前記第１及び第２のコネクタどうし
を抜き出して分離させる抜去機構を兼用する構成になされていることを特徴とする電気コ
ネクタ装置。
【請求項２】
　前記ロック機構のロックレバーは、前記第１及び第２のコネクタのいずれか一方側に長
手方向両端部どうしを掛け渡すようにして回動可能に取り付けられていることを特徴とす
る請求項１記載の電気コネクタ装置。
【請求項３】
　前記第１のコネクタに信号線が接続されるように構成されているとともに、前記第２の
コネクタが配線基板側に接続されるように構成されていることを特徴とする請求項１記載
の電気コネクタ装置。
【請求項４】
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　前記第１及び第２のコネクタが、前記配線基板の平面に対して略直交する方向に嵌合さ
れる垂直嵌合型コネクタとして構成されていることを特徴とする請求項３記載の電気コネ
クタ装置。
【請求項５】
　前記ロック機構のロックレバーの両端部分が、前記第１及び第２のコネクタのいずれか
一方側の前記絶縁ハウジングの長手方向両端部分に対してそれぞれ回動可能となるように
取り付けられていることを特徴とする請求項１記載の電気コネクタ装置。
【請求項６】
　前記ロック機構のロックレバーは、当該ロックレバーの回動操作を容易化する操作補助
部材が取付け又は取外し可能に構成されていることを特徴とする請求項１記載の電気コネ
クタ装置。
【手続補正２】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００７
【補正方法】変更
【補正の内容】
【０００７】
　上記目的を達成するため本発明では、互いに嵌合可能に構成された第１及び第２のコネ
クタを備えたものであって、それら第１及び第２のコネクタのそれぞれが、絶縁ハウジン
グを金属製の導電性シェルで覆う構成になされているとともに、前記両コネクタどうしの
嵌合状態を保持又は解除するロック機構、及び前記第１及び第２のコネクタどうしを分離
させる抜去機構が設けられた電気コネクタ装置において、前記ロック機構は、前記第１及
び第２のコネクタのいずれか一方側から他方側に掛けて回動操作されるように構成された
単体のロックレバーと、その単体のロックレバーを係合・離脱可能とするように前記第１
及び第２のコネクタのいずれか他方側に設けられたロック係止部と、を備え、前記ロック
機構のロック係止部が、前記第１及び第２のコネクタのいずれか他方側の前記導電性シェ
ルに前記ロックレバーと係合・離脱可能に設けられているとともに、前記ロック機構のロ
ックレバーは、嵌合状態にある前記第１及び第２のコネクタどうしを抜き出して分離させ
る抜去機構を兼用する構成になされている。
【手続補正３】
【補正対象書類名】明細書
【補正対象項目名】０００９
【補正方法】削除
【補正の内容】
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